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私たちの社会は今、デジタル化という大きなうねりのもとで激しく変化を遂げており、それは地方自

治体にとっても例外ではありません。これに加え、新型コロナウイルス感染症の拡大は、私たちの生

活スタイルに大きな変化をもたらすとともに、住民ニーズの多様化に一層の拍車をかけることとなり、

行政組織だけで将来すべての社会課題に対応していくことは困難が予想されます。 

一方、企業・大学・民間団体が組織活動を行うにあたっては、団体が目的とする利益や研究など

の成果を追求するのみならず、倫理的観点から事業活動を通じて社会的貢献をはかる「ＣＳＲ活動」

が重要視されるようになってきました。 

このような社会背景を踏まえ、地方自治体（行政）は、企業・大学・民間団体の知見や発想を参考

にして行政課題の解決やサービスの向上を行い、企業・大学・民間団体は夫々の価値の創造や向

上を図るなど、公民連携を進めることにより「住民よし、企業・大学・民間団体よし、行政組織よし」とい

う「三方よし」によって、地方自治体の成長に繋がることを確信しています。 

この時代の要請を首長が受けとめて、公民連携について研究、研鑽を行い、全国的なプラットホ

ームの役割を担う場として公民連携推進全国首長フォーラムを設立いたします。 

首長各位におかれましては、ぜひともこの取り組みに賛同賜り、ご参画いただきますようお願い申

し上げます。 
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